
 

 

 

 

 

 

市内米軍施設に関する日米合同委員会の合意について 

 

本日 11 時、堀地
ほ っ ち

 徹
とおる

 防衛省南関東防衛局長が林市長と面会し、日米合同委員会の合意

事項として、神奈川県内の米軍施設・区域の整理等に係る日米協議の内容について説明され

ましたので、下記のとおり市長コメントを発表します。 
 
 

１ 日米合同委員会合意事項の概要 

(1) 根岸住宅地区の共同使用及び返還 

・根岸住宅地区の返還については、土地所有者の方々に当該土地を早期に引き渡し、跡

地が利用できるようにするための原状回復作業を速やかに実施するため、同地区の共

同使用について、日米間で協議を開始する。 

・具体的な返還時期は、上記作業の進捗に応じ、日米間で協議する。 

(2) 家族住宅等建設の取り止め 

・池子住宅地区及び海軍補助施設（横浜市域）における家族住宅等の建設は、双方の合

意により取り止める。 

(3) 施設整備（本市関連） 

・鶴見貯油施設に消防署を整備する。 

 

２ 林 文子 横浜市長コメント 

 

このたび、根岸住宅地区の共同使用に関する協議開始が合意されたことは、返還に向け

た大きな節目であると受け止めています。国には引き続き、協議の進展などについて適切な

情報提供をお願いするとともに、返還の早期実現に向けて御尽力いただきたいと思います。 

また、地元金沢区の皆様は、十数年にわたり国との協議に応じてこられるなど、大変な御

苦労をされてきました。国には引き続き、地元への丁寧な説明や配慮を求めてまいります。 

 

３ 添付資料 

  防衛省説明資料：「神奈川県内の米軍施設・区域の整理等について」 

 
 

お問合せ先 

政策局基地対策課長  田中 昌史 Tel 045-671-2057 

 

平成 30 年 11 月 14 日 
政 策 局 基 地 対 策 課 

横 浜 市 記 者 発 表 資 料 
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